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新型コロナウイルス感染症下での“災害時避難”に関する
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 情報を「集める」から情報が「集まる」に向けての成果と課題
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発表の⽬的と構成
n⽬的

Ø国・都道府県・⾃治体が相互に有益な情報を活⽤できるようにする
ための収集・整理・発信

Øツイッター、ネットニュース、新聞などのメディアが、この情報収集とその
⽬的にどのような影響を与え、情報を「集める」から情報が「集まる」
にどの程度変えたのか

n 構成
• 今回の情報収集・整理・発信の特徴と仮説
• 取組の経緯
• 取組のあらまし（全体像）
• メディアの影響とアクセス数
• 仮説の検証
• 集約サイトについてのヒアリング調査結果
• まとめ
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1．今回の情報収集の特徴と仮説
n COVID-19×災害時避難に関する情報は、今回初めて収集された
情報

n ⾃治体も取り組んだことのない対策
どの部署が取り組むのかも定かでない

n Webクローラーが使えないため、巡回の度に検索が必要
Ø 全国1741⾃治体＋47都道府県のウェブサイトにアクセスし、
COVID-19×災害時避難に関する情報がないのか
⼀つずつ⾃治体のサイトをチェック

n 仮説︓情報を「集める」から情報が「集まる」について
Ø 「⼀定程度の情報の集積をもち、そこにアクセスすれば、防災に関する情報はほと
んど取得できる（あるいは、あそこになければ他にはないだろう）という認識を
もってもらえるところまで情報を集積、発信すれば、ある時点から情報が集まるよ
うになるのではないか」という仮説を⽴てていた。

Ø どのくらい情報が集積されれば、情報が集まってくるのか。
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2. 取組の経緯
日付 取り組みの状況

4月下旬～5月25日 リンク情報として「コロナAND(避難OR避難所)」のキーワード
で検索した情報を収集・整理。

5月25日 都道府県名、市区町村名の検索条件を加え、COVID-19下に
おける災害時避難に関する情報集約サイトとして公開。

5月29日 サマリーレポートを追加。

6月11日 巡回頻度を1週間に1度にあげる。

6月12日

• 都道府県では37道府県（感染症等に関する関連情報の発
信を含む場合は41道府県）での情報発信を確認。

• 市区町村では1,741自治体のうち、666自治体（感染症等
に関する関連情報の発信を含む場合は736自治体）で発
信を確認。

6月12日〜現在 各自治体の災害時避難情報の内容のみを発信
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3．取組のあらまし（全体像）
n 全国各地の「コロナ禍での災害時避難」についてWeb検索

Ø 検索キー︓”コロナ“、”避難” OR “避難所”
n Webコンテンツの集約

Ø 集約コンテンツ︓中央官庁、⾃治体、研究機関、マスメディア等が発信する関連コンテンツ
n 集約コンテンツを課題･対策（⼿法）･実践事例に分類

Web検索
収集コンテンツ

コンテンツの集約と分類
列︓収集コンテンツ
⾏︓分類区分

サマリーレポート

「避難」で検索した際に抽出される
家庭内暴⼒などのコンテンツを除外

同じ内容のコンテンツを分類（括って）集約



6

COVID-19×災害時避難に関する情報発信（市区町村別）

https://dil.bosai.go.jp/disaster/covid19/index.html
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避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について(2020/4/7)
No 項⽬ 内容

1 可能な限り多くの避難所の開設
•発災した災害や被災者の状況等によっては、避難所の収容⼈数を考慮し、あらかじめ指定した指
定避難所以外の避難所を開設するなど、通常の災害発⽣時よりも可能な限り多くの避難所の開設
を図るとともに、ホテルや旅館等の活⽤等も検討すること。

2 親戚や友⼈の家等への避難の検討 •災害時に避難⽣活が必要な⽅に対しては、避難所が過密状態になることを防ぐため、可能な場合
は親戚や友⼈の家等への避難を検討していただくことを周知すること。

3 ⾃宅療養者等の避難の検討 •⾃宅療養等を⾏っている新型コロナウイルス感染症の軽症者等への対応については、保健福祉部
局と⼗分に連携の上で、適切な対応を事前に検討すること。

4 避難者の健康状態の確認
•避難者の健康状態の確認について、保健福祉部局と適切な対応を事前に検討の上、「避難所にお
ける感染対策マニュアル」における症候群サーベイランスの内容も参考として、避難所への到着
時に⾏うことが望ましい。
•また、避難⽣活開始後も、定期的に健康状態について確認すること。

5 ⼿洗い、咳エチケット等の基本的な対
策の徹底

•避難者や避難所運営スタッフは、頻繁に⼿洗いするとともに、咳エチケット等の基本的な感染対
策を徹底すること。

6 避難所の衛⽣環境の確保 •物品等は、定期的に、および⽬に⾒える汚れがあるときに、家庭⽤洗剤を⽤いて清掃するなど、
避難所の衛⽣環境をできる限り整えること。

7 ⼗分な換気の実施、スペースの確保等 •避難所内については、⼗分な換気に努めるとともに、避難者が⼗分なスペースを確保できるよう
留意すること。

8 発熱、咳等の症状が出た者のための専
⽤のスペースの確保

•発熱、咳等の症状が出た者は、専⽤のスペースを確保すること。その際、スペースは可能な限り
個室にするとともに、専⽤のトイレを確保することが望ましい。
•同じ兆候・症状のある⼈々を同室にすることについては、新型コロナウイルス感染症を想定した
場合には、望ましくない。やむを得ず同室にする場合は、パーティションで区切るなどの⼯夫を
することが望ましい。
•症状が出た者の専⽤のスペースやトイレは、⼀般の避難者とはゾーン、動線を分けること。
•避難所のスペースの利⽤⽅法等について、事前に関係部局や施設管理者等と調整を図ること。

9 避難者が新型コロナウイルス感染症を
発症した場合

•新型コロナウイルス感染症を発症した場合の対応については、保健福祉部局と⼗分に連携の上で、
適切な対応を事前に検討すること。

10 ＋ 在宅避難 http://www.bousai.go.jp/pdf/hinan_korona.pdf
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サマリーレポートの例 内閣府（防災）通達の9項⽬×課題・⼿法・事例の3項⽬で整理
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4．メディアの影響とアクセス数 ①
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4．メディアの影響とアクセス数 ②
n メディアは対策がどの程度進んでいるのかを⽰すために、対策を⽴てている
⾃治体数を取り上げた。その結果、多くの⾃治体で対策が進んでいないこと
が記事となった。⾃治体にとっては、良くも悪くもプレッシャーとなってい
ると考えられた。

n 数字だけが⼀⼈歩きを始めることを予想し、公開時より⽬的に鑑み、熟慮し
たうえで、⾃治体数を表⽰するか検討する必要がある。

n 本来の⽬的と異なったメッセージを利⽤者である⾃治体が受け取り、今後協
⼒が得られないことも懸念されたため、6⽉中旬以降、⾃治体数は表⽰しな
いことにした。
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5.仮説の検証
n 仮説︓「⼀定程度の情報の集積をもち、あそこにアクセスすれば、防災に関す
る情報はほとんど取得できる（あるいは、あそこになければ他にはないだろ
う）という認識をもってもらえるところまで情報を集積し発信すれば、ある時
点から情報が集まるようになる」
Ø 条件にあたる部分は満たしつつあると考えているが、「ある時点から情報
が集まるようになる」という結果部分については、その兆しが感じられた。

Ø その兆し→ 9件の情報提供（都道府県︓5、市区町村︓4）
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6．集約サイトについてのヒアリング調査結果

意見

Ø 内閣府の通達は、避難の前提が「避難所避難」になっているため、
「在宅避難」を加えてほしい。→ フィードバック

Ø T市として在宅避難の推奨（指定避難所への避難は最終手段）

Ø 分散避難の推奨、最終手段としての指定避難所への避難

Ø S区では在宅避難を推奨

活用・評価

Ø 必要情報がここを見れば集約されているため、非常に役に立つ
（県にもぜひ伝える）

Ø 集約サイト（β版）の事例をカスタマイズし、内閣府９項目に沿って、
避難所運営に関する現在の課題事例を提供

課題

Ø 検索機能があると情報を見つけやすい

Ø サマリーレポートをもっと目立つようにした方がいいのでは

Ø 厚労省の情報がもっとほしい（対策を考える上で参照）

Ø 市役所内でのインターネット制限。
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7．まとめ
n 6⽉の出⽔期を迎え、COVID-19×災害時避難に関する情報を発信する⾃治体が
増加するのに伴い、ウェブサイトチェックの巡回頻度をあげ、1週間に1度程度
全国の⾃治体サイトを巡回し、新たな情報が発信されていないかを確認して
いった。このような取組により、COVID-19×災害時避難に関する情報の⼀定
程度の集積ができ、メディアに取り上げられたと考えられる。

n 当初の⽬的と異なった意味で情報が流通し、⽬的と逆の作⽤を⽣む危険性があ
ることが認識された。⼀⽅で、メディアによる情報拡散や報道は、このような
情報発信にとって不可⽋である。本来のウェブサイトの⽬的と、メディアに
よって発信された情報のメッセージとの齟齬を最少にする情報発信がウェブサ
イトには求められているのではないだろうか。

n 情報の量的な分析のみならず、質的な情報の分析を通して、なにが⾃治体の対
策に⽋落しているのかを分析することが、わたしたち、そしてメディアに求め
られているのではないかと考えている。

n Web検索は、オントロジーをふまえた検索とするなどの研究が必要。
n 検索による理論的研究のフレームのなかに、本取組（実践）を位置づけ、研究
としてすすめる必要がある。


